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本日御議論いただきたい点について
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⚫ 本日は、個別原価のうち、控除収益（※他社販売電源料を除く）について御議論いただきたい。

⚫ 本資料では、控除収益について、事務局が各事業者から聞き取った申請内容をまとめてお示し
するとともに、今後検討を深めていくべき審査に係る論点の例を「主な論点」としてお示ししている。

⚫ 本日は、本資料で例示している「主な論点」に加えて、本専門会合のみならず、専門委員による
審査チームや事務局における審査も含めて、今後検討を深めていくべき論点としてどのようなものが
考えられるか、幅広く御議論いただきたい。



料金算定規則及び料金審査要領における規定（※他社販売電源料を除く）
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⚫ 控除収益については、以下に掲げる料金算定規則及び料金審査要領に従い、算定及び審査を
行うこととなっている。

（控除収益の算定）

第五条 事業者は、控除収益として、（中略）託送収益（接続供給託送収益を除く。以下同じ。）、電気事業雑収益、預金利息、賠償負担金相当
収益及び廃炉円滑化負担金相当収益（以下「控除収益項目」という。）の額の合計額を算定（中略）しなければならない。

２ （略）

第４節 控除収益項目

算定規則第５条の規定に基づいて申請事業者が算定した控除収益項目については、契約又は法令に基づき発生する費用のうち、算定方法の定めがあ
るものにあっては、事実関係や算定方法を確認し、その項目ごとに、申請事業者が適切な効率化努力を行った場合における経営を前提として算定した額で
あるか否かにつき審査するものとする。

【参考】みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則（料金算定規則）（抜粋）

【参考】みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（料金審査要領）（抜粋）
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⚫ 今回は、控除収益のうち、分社化に伴い発生する一般送配電事業者との会社間取引等の収益
である電気事業雑収益などの4項目を御議論頂く。なお、今回の値上げ申請では、託送収益は
織り込まれていなかった。

1．電気事業雑収益：契約電力を超えて電気を使用することによって発生する契約超過金や、分社化に伴い発生
する一般送配電事業者との会社間取引（注）等による収益。
（注）会社間取引とは、自社と一般送配電事業者との間の業務サポートに係る受託契約や、事務所ビルの賃貸借契約

などを言う。

2．預金利息：預金残高に対して発生する利息による収益。
3．賠償負担金相当収益：一般送配電事業者から払い渡される賠償負担金相当の収益。
4．廃炉円滑化負担金相当収益：一般送配電事業者から払い渡される廃炉円滑化負担金相当の収益。

（参考）託送収益：発電所内に設置されている自社の送電線等の設備を使用されることによって発生する収益。

控除収益の申請概要①（全体）

⚫ 規制料金の原価は、「①支出（営業費）＋②資金調達コスト（事業報酬）－③収入（控除
収益）」との計算式で表される。

⚫ このうち、③控除収益は、電気事業雑収益や預金利息などの収益が計上されるが、料金原価上、
控除収益が大きくなれば、全体の料金原価が小さくなる（圧縮される）。

【参考】控除収益の位置づけ
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控除収益の申請概要②（全体）

⚫ 東北電力など4社の控除収益は、分社化に伴い発生する一般送配電事業者との会社間取引
等の収益である電気事業雑収益の増加や、一般送配電事業者から払い渡される賠償負担金
相当収益及び廃炉円滑化負担金相当収益の増加などにより、前回原価と比べて増加している。

⚫ 一方、沖縄電力の控除収益は、延滞利息制度の導入に伴い遅収加算料金が発生しないことに
より、前回原価と比べて減少している。

（単位：百万円（※単位未満は四捨五入））

東北 北陸 中国 四国 沖縄

今回 前回 差引 今回 前回 差引 今回 前回 差引 今回 前回 差引 今回 前回 差引

電気事業雑収益 10,522 8,161 2,361 10,434 2,749 7,684 25,804 7,773 18,030 10,502 2,926 7,577 797 601 196

預金利息 1 9 ▲8 32 32 ▲0 9 181 ▲172 1 4 ▲3 0 0 0

賠償負担金相当
収益

1,953 － 1,953 832 － 832 1,825 ー 1,825 2,540 － 2,540 － － －

廃炉円滑化負担
金相当収益

3,583 － 3,583 － － － 609 ー 609 5,770 － 5,770 － － －

その他（※1） － 909 ▲909 － 321 ▲321 ー 1,283 ▲1,283 － 3,463 ▲3,463 － 488 ▲488

控除収益計 16,059 9,080 6,980 11,297 3,102 8,195 28,247 9,238 19,010 18,814 6,393 12,421 797 1,089 ▲292

※3 「今回」は、2023～25年度の３カ年平均値。

※1 東北、北陸、中国、沖縄：遅収加算料金、四国：使用済燃料再処理等既発電料受取契約締結分3,239百万円・遅収加算料金225百万円
※2 「前回」は、各社、以下の年度の平均値（託送原価相当を除く）。

東北・四国：2013～15年度の3カ年

北陸：2007年度下期ー2008年度上期の1カ年

中国・沖縄：2008年度の１カ年



6

費用（内訳） 対応状況

御説明済（第31回会合）燃料費（核燃料費）

使用済燃料再処理等拠出金発電費

廃棄物処理費（原子力廃棄物処理費）

委託費・損害保険料・諸費（原子力関係）

修繕費（原子力発電設備）

原子力損害賠償資金補助法、賠償・廃炉等支援機構一般負担金

減価償却費、固定資産除却費（原子力発電設備）

原子力発電施設解体費

原子力廃止関連仮勘定償却費

特定放射性廃棄物処分費

事業報酬（核燃料資産等）

賠償負担金相当収益

廃炉円滑化負担金相当収益

その他経費で議論

その他経費で議論

修繕費で議論

その他経費で議論

その他経費で議論

【参考】原子力に関する費用の概要

⚫ 個別原価（原子力に関する費用）のうち、賠償負担金相当収益及び廃炉円滑化負担金相当
収益については、控除収益に該当する。

今回議論

今回議論

御説明済（第32回会合）

御説明済（第32回会合）

御説明済（第32回会合）

御説明済（第32回会合）

御説明済（第32回会合）



【参考】賠償負担金相当収益（賠償負担金（一般負担金過去分））

7（出所）2020年8月7日 消費者委員会 公共料金等専門調査会第7回 電力託送料金に関する調査会 資料2（資源エネルギー庁説明資料）から抜粋



【参考】廃炉円滑化負担金相当収益（廃炉円滑化負担金）

8（出所）2020年8月7日 消費者委員会 公共料金等専門調査会第7回 電力託送料金に関する調査会 資料2（資源エネルギー庁説明資料）から抜粋



【参考】託送料金の仕組みを利用した回収スキーム（概要）

9（出所）2020年8月7日 消費者委員会 公共料金等専門調査会第7回 電力託送料金に関する調査会 資料2（資源エネルギー庁説明資料）から抜粋
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控除収益の申請概要③（賠償負担金相当収益）

⚫ 各事業者の賠償負担金相当収益の申請内容は以下のとおり。

今回申請（前回は該当費目なし）

2023年度 2024年度 2025年度 合計 平均

東
北
電
力

賠償負担金相当収益

（単位：百万円（※単位未満は四捨五入））

北
陸
電
力

賠償負担金相当収益

中
国
電
力

賠償負担金相当収益

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

四
国
電
力

賠償負担金相当収益

東京電力パワーグリッド㈱

中部電力パワーグリッド㈱

関西電力送配電㈱

832 832832 2,495 832

1,825 1,8251,825 5,475 1,825

1,825 1,825 1,825 5,475 1,825

四国電力送配電㈱

2,540 2,5402,540 7,619 2,540

19 19 19 58 19

25 25 25 74 25

133 133 133 399 133

2,363 2,363 2,363 7,088 2,363

1,963 1,9451,952 5,860 1,953

1,657 1,646 1,640 4,944 1,648

306 305 305 916 305

東北電力ネットワーク㈱

東京電力パワーグリッド㈱

北陸電力送配電㈱

東京電力パワーグリッド㈱

中部電力パワーグリッド㈱

関西電力送配電㈱

0 00 1 0

84 84 84 251 84

103 103 103 308 103

645 645 645 1,935 645
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控除収益の申請概要④（賠償負担金相当収益）

⚫ 各事業者とも、経済産業大臣から一般送配電事業者に通知された回収すべき賠償負担金の額
等を基に、原価算定期間に当該事業者から払い渡される賠償負担金相当収益を算定している。

回収すべき
賠償負担金の額※

Ａ

回収期間※
Ｂ

今回申請（平均）
Ｄ

差額
Ｃ－Ｄ

東
北
電
力

賠償負担金相当収益

（単位：百万円（※単位未満は四捨五入））

北
陸
電
力

賠償負担金相当収益

中
国
電
力

賠償負担金相当収益

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

四
国
電
力

4,158 832 832 ー

9,125 1,825 1,825 ー

9,125 5年 1,825 1,825

※2020年7月に経済産業大臣によって承認を受けた当初５年間の回収額及び回収期間

賠償負担金相当収益

東京電力パワーグリッド㈱

中部電力パワーグリッド㈱

関西電力送配電㈱

四国電力送配電㈱

12,699

97 5年

123 5年

666 5年

11,813 5年

2,540

19

25

133

2,363

2,540

19

25

133

2,363

東北電力ネットワーク㈱

東京電力パワーグリッド㈱

10,489 2,098 1,953 145

8,765 5年 1,753 1,648 105

1,724 5年 345 305 40

北陸電力送配電㈱

ー

ー

ー

ー

ー

ー

2023～25年度に
回収すべき金額
（平均）C

東京電力パワーグリッド㈱

中部電力パワーグリッド㈱

関西電力送配電㈱

3,225 5年 645 645 ー

1 05年 0 ー
418 5年 84 84 ー

513 5年 103 103 ー
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控除収益の申請概要⑤（賠償負担金相当収益）

⚫ 各事業者の賠償負担金相当収益の算定方法は以下のとおり。

12

東
北
電
力

北
陸
電
力

中
国
電
力

四
国
電
力

• 2020年7月に経済産業大臣から承認を受けた5年間で回収すべき賠償負担金の額から1年当たりの回収額を算定。

• 当初５年間で回収すべき賠償負担金の額（9,125百万円）について、回収期間（５年間）で等分に支払われ
ることを想定。

• 2023～25年度について、1,825百万円／年を計上。

• 経済産業大臣より通知を受けた、当社へ払い渡される賠償負担金の額のうち、託送回収制度が開始された2020
年10月から５年間で払い渡される金額127億円について、5年間で均等案分した金額25億円／年（３ヵ年計：
76億円）を原価算定期間に織込み。

• 電気事業法施行規則等に基づき、東北電力ネットワーク及び東京電力パワーグリッドと「賠償負担金に関する支払
契約」をそれぞれ締結。

• 今回申請は、現行託送料金に基づき申請していることから、上記契約により定められた「託送回収単価」に、2022
年度の送配電事業者供給計画における2023～25年度の想定需要電力量を乗じ一般送配電事業者ごとの回収
総額を算定し、当該回収総額を対象となる各事業者ごとの通知額の比率で按分することで算定。
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控除収益の申請概要⑥（廃炉円滑化負担金相当収益）

⚫ 各事業者の廃炉円滑化負担金相当収益の申請内容は以下のとおり。

今回申請（前回は該当費目なし）

2023年度 2024年度 2025年度 合計 平均

東
北
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

（単位：百万円（※単位未満は四捨五入））

北
陸
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

中
国
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

四
国
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

791 518518 1,827 609

791 518 518 1,827 609

四国電力送配電㈱

5,770 5,7705,770 17,311 5,770

5,770 5,770 5,770 17,311 5,770

東北電力ネットワーク㈱

3,603 3,5673,580 10,750 3,583

3,603 3,580 3,567 10,750 3,583

該当なし
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控除収益の申請概要⑦（廃炉円滑化負担金相当収益）

⚫ 各事業者とも、経済産業大臣から一般送配電事業者に通知された回収すべき廃炉円滑化負担
金の額等を基に、原価算定期間に当該事業者から払い渡される廃炉円滑化負担金相当収益
を算定している。

回収すべき廃炉円滑化
負担金の額※

Ａ
回収期間※

Ｂ

今回申請（平均）
Ｄ

差引
Ｃ－Ｄ

東
北
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

（単位：百万円（※単位未満は四捨五入））

電
力

北
陸

廃炉円滑化負担金相当収益

中
国
電
力

廃炉円滑化負担金相当収益

中国電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

四
国
電
力

9,068 609 609 ー

7,774 15年 518 518 ー

1,294 ３年２ヶ月 91 91 ー

①原子力特定資産簿価

②原子力発電施設解体引当金の要引当額

東北電力ネットワーク㈱

36,857 3,812 3,583 229

15年 176

24,679 10年 2,468

9,540 8年2ヶ月 1,168

該当なし

2023～25年度に
回収すべき金額
（平均）C

廃炉円滑化負担金相当収益

四国送配電㈱

57,339 5,770 5,770 －

7,487 15年 499 499 －

43,834 10年 4,383 4,383 －

4,023 7年7ヶ月 531 531 －

1,995 5年7ヶ月 357 357 －

①原子力特定資産簿価

②原子力廃止関連仮勘定簿価

③原子力発電施設解体引当金の要引当額(伊方2号)

④原子力発電施設解体引当金の要引当額(伊方1号)

①原子力特定資産簿価

②原子力廃止関連仮勘定簿価

③原子力発電施設解体引当金の要引当額

※2020年7月に経済産業大臣によって承認を受けた回収額及び回収期間

2,638

内訳なし
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控除収益の申請概要➇（廃炉円滑化負担金相当収益）

⚫ 各事業者の廃炉円滑化負担金相当収益の算定方法は以下のとおり。

東
北
電
力

北
陸
電
力

中
国
電
力

四
国
電
力

• 当社に廃炉した原子力発電所はないことから、経済産業大臣への廃炉円滑化負担金の承認申請を行っておらず、
同科目の原価申請をしていない。

• 回収すべき廃炉円滑化負担金の額（①7,774百万円、②1,294百万円）に関し、回収期間（①15年、②3年
2カ月）で等分に支払われることを想定。

• ①は、2023～25年度について、518百万円／年を計上。
• ②は、回収期間が2023年11月までのため、2023年度に８ヶ月分の272百万円を計上。

• 経済産業大臣より通知を受けた、当社へ払い渡される廃炉円滑化負担金の額を、原子力特定資産・原子力廃止
関連仮勘定・解体引当金の未引当額にそれぞれ定められた回収期間で均等案分した金額の合計額58億円／年
（3ヵ年計：173億円）を原価算定期間に織込み。

• 電気事業法施行規則等に基づき、東北電力ネットワークと「廃炉円滑化負担金に関する支払契約」を締結。
• 今回申請は、現行託送料金に基づき申請していることから、上記契約により定められた「託送回収単価」に、2022

年度の送配電事業者供給計画における2023～25年度の想定需要電力量を乗じ回収総額を算定し、当該回収
総額を対象となる各事業者ごとの支払見込額の比率で按分することで算定。
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【参考】廃炉円滑化負担金相当収益に係る対象項目

⚫ 発電事業者たるみなし小売電気事業者（以下「申請者」という。）は、電気事業法施行規則
（以下「規則」という。）の規定により、経済産業大臣宛てに、廃炉円滑化負担金の額の承認を
申請する。

⚫ 経済産業大臣は、申請者から申請のあった廃炉円滑化負担金の額に関し、規則の規定に基づ
いて承認する。また、規則の規定に基づき、申請者宛てに、一般送配電事業者に通知した回収
すべき廃炉円滑化負担金の額等を通知する。

⚫ 当該通知に当たっては、通知した一般送配電事業者ごとに、以下の対象項目別に、回収すべき
廃炉円滑化負担金の額及び回収期間が記載されている。

①原子力特定資産簿価：原子炉格納容器などの廃止措置中も引き続き役割を果たす設備の
帳簿価額 等

②原子力廃止関連仮勘定簿価：廃炉した原子力発電設備等の帳簿価額 等

③原子力発電施設解体引当金の要引当額

16
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控除収益に係る主な論点

⚫ 契約又は法令等に基づき、賠償負担金相当収益及び廃炉円滑化負担金相当収益等は適切
に算定されているか。

⚫ なお、東北電力から、賠償負担金相当収益及び廃炉円滑化負担金相当収益について、現行の
託送料金に基づいて申請しており、新たな託送料金が認可される場合には、他社と同様の算定を
行う旨の報告を受けており、事業者の報告のとおり、料金原価に補正を求めることとする。

【参考】過去の査定方針（H26・中部電力）
（23）電気事業雑収益
延滞利息に係る算定において、過去の入金データに制約があることから、過去1ヶ月分のデータのみで早収料金に対する延滞利息

率を算定しているが、その後のデータが入手できたことから、当該データも踏まえて再算定して足らざる部分について料金原価から減額す
る。
償却電気料取立益及び工事補償金受入差益に係る算定において、特殊要因を除き、過去3ヶ年実績を踏まえて再算定して足ら

ざる部分について料金原価から減額する。
変圧器リサイクルセンター有価物売却に係る算定において、有価物の単位当たり売却単価や変圧器１台当たりから発生する有価

物の重量を、最新の諸元で見直した値で再算定して足らざる部分について料金原価から減額する。
ＬＮＧ冷熱費に係る算定において、中部電力の電気料金単価を算定の諸元に用いているが、料金改定後の電気料金単価で再

算定して足らざる部分について料金原価から減額する。
接続検討料に係る算定において、至近実績を踏まえて再算定して足らざる部分について料金原価から減額する。
鉄塔貸付料に係る算定において、最新の諸元で見直した貸付料で再算定して足らざる部分について料金原価から減額する。
罹災保険金受入差益に係る算定において、過去3ヶ年実績を踏まえて再算定して足らざる部分について料金原価から減額する。

（24）預金利息
過去実績等に基づいて適正に算定されていることを確認した。

（出典）中部電力株式会社の供給約款変更認可申請に係る査定方針（平成26年4月経済産業省）


